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地球規模での感染症の流行や気候変動、地政学リスクの高まりなど、さまざ

まな困難に直面する中で私たちは、日々の生活様式や事業構造の急激な変

化を迫られています。変化を支える技術革新は目を見張るものがあり、デジタ

ルトランスフォーメーション（DX）が急速に浸透しています。日本企業も例外で

はなく、事業環境の急激な変化に伴い、抱える課題もこれまで以上に多様化し

ています。その中で持続的に成長していくためには、事業運営において発生す

る、企業に経済的損失を与える事象や、社会的信用を毀損する事象を早急に

検知し、適切な対応策をとった上で影響を最小限に抑えることが重要です。

どのような企業であっても、事業を継続する限りさまざまなリスクに直面しま

す。企業はそれらのリスクに対して適切に対処しなければ、時として企業の存

続が危ぶまれるほどの影響を受けることを、しっかりと認識しておく必要があり

ます。リスクの把握とそれに対する低減措置、また有事への適切な対応は、企

業の存続と成長に必要不可欠です。

PwC Japanグループのフォレンジックサービスは、企業価値の毀損につなが

るさまざまな問題の発生に際し、事実の解明と、根本原因の究明を通じて、本

質的な問題解決を図るための支援を使命としています。
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不正・不祥事が発覚した場合、企業は調査の実施による事実関係の実態解明はもとより、影響額や根本原因の分析、さらに

は調査手法や再発防止策の策定に至るまで、利害関係者への詳細な情報開示・説明が求められる上に、極めて短期間で対

応しなければなりません。また、情報開示が必要となる利害関係者の範囲は、株主や取引先にとどまらず広範囲に及ぶため、

ひとたび対応を誤れば、株価への影響、企業の信用や社会的評価の失墜など、結果として不正行為による直接的な経済的影

響よりもはるかに大きなダメージを被る可能性があります。

1. 不正調査

主な不正の類型

売上の水増し、収益・費用の計上時期の意図的な調整などの決算操作、架空売上、循環取引、金融スキームを利用した

不正な簿外取引など、不正会計の手法はさまざまです。年々、不正会計の手法が巧妙かつ複雑化しており、証憑書類の

形式的な確認だけでは発見が困難です。

横領や背任に関する問題については、最終的には、横領罪、背任罪などの刑事事件として警察などの公的司法機関の手

に委ねる場合も少なくありませんが、その兆候をつかんだ企業は、株主や投資家など利害関係者への説明をタイムリーに

行わなくてはいけないため、早期に事実の把握、財務諸表への影響額の算出、根本原因の分析、再発防止策の策定等が

必要となります。

PwC Japanグループのフォレンジックサービスは、不正会計の対応に豊富な経験を有するメンバーが、調査方針・調査範

囲の提案、証拠の収集と保全、デジタルフォレンジックスの実施、根本原因の分析、ディスクロージャーの方針検討、当局

への報告、再発防止策の策定など、一連の不正調査を包括的に支援します。

 調査例：

• 売上計上基準からの意図的な逸脱の調査

• 売上の前倒し計上または費用の繰り延べの調査

• 工事進行基準の不適切な適用による売上・売上原価の操
作の解明

• 循環取引の実態解明

• 製造原価の意図的な操作による利益の水増しの解明

• 偽装在庫・在庫数量改ざんに関する調査

• 簿外資産・簿外取引に関する調査

• 関連当事者取引における不適切な開示に関する調査

• 海外子会社における資産の流用・不適切な財務報告に関
する調査
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出所：ACFE「2020年度版 職業上の不正と濫用に関する国民への報告書」よりPwCアドバイザリー合同会社にて作成

会計不正・資産の不正流用に関する調査

会計／ 財務

不正事案

品質不正

資産の不正流用

品質偽装
製造・検査不正

現金預金

棚卸資産
その他の資産

資産／収益過大計上
（不正会計・粉飾決算）

カルテル

入札談合 など

法律／規制 その他

贈収賄関連法違反会計不正（財務諸表不正）

競争法違反

情報漏洩

知的財産関連不正

人事・労務関連輸出入規制違反



• 発覚事項の精査

• 初動調査の実施

• 証拠収集および保全

• ステークホルダーへの
報告有無および方法
検討

• 実態調査の実施有無お
よび調査形態（社内、
第三者調査等）の検討

• 調査計画の立案・策定

• 調査の実施

- 会計データ分析／
書類査閲

- インタビュー調査

- デジタル
フォレンジックス調査

- 類似事案の調査 等

• 影響範囲（過年度修正
有無）および影響額算定

• 根本原因の分析

• 責任の明確化・
処分方針の決定

• 恒久的な再発防止策の
立案

• 再発防止策の具体的

内導入方法および導入
計画の立案・実行

• 再発防止策実施状況の
モニタリング

• 不正リスクの検出
および定期的な
リスク評価の実施

初動対応 実態調査
調査報告書
作成・公表

再発防止・
不正予防

ステークホルダー対応

不正・不祥事が発覚した場合、企業は調査を通じた事実関係の実態解明はもとより、影響額や根本原因の分析、さらには

調査手法や再発防止策の策定に至るまで、利害関係者への詳細な情報開示と説明が求められ、極めて短期間で対応し

なければなりません。

会計不正調査の流れ

贈収賄規制、競争法は、違反した場合の罰金の金額が、数十億から数百億円に達することも多く、調査や改善計画の実

施にも多大な費用を要します。

特に、実際に当局から調査が入った場合、いかに早く必要な情報を収集し、正確に事実を把握し、適切に当局へ報告する

かといったことが、罰金算定の重要な要素となります。また、単に方針や規定が整備されているだけでなく、既存のコンプラ

イアンス対策が「実際に有効に機能していた」ことを証明することも重要です。

PwC Japanグループのフォレンジックサービスは、連邦海外腐敗行為防止法（FCPA）や英国贈収賄法（UK Bribery Act）
に係る調査手法に精通するメンバーが、グローバルで蓄積した豊富な事例、サポート経験を基に贈収賄全般に関する調

査を実施し、また、その調査・分析から、社内外ステークホルダーとのコミュニケーション、当局による調査への対応、当局

への報告までサポートします。また、インシデント対応状況の追跡・管理や、再発防止策および追加対応策の策定、改善

計画実行記録の作成などにより、今後のコンプライアンス施策の策定を支援します。

贈収賄・競争法違反等に関する調査

• 海外子会社における汚職の疑いに関する調査

• 公的機関（公立病院・学校など）・公務員に対する金銭授受に関する調査

■ 調査事例

• 贈収賄規制、競争法、その他規制違反に係る不正調査の実行支援（会計記録の分析・電子メールお
よび電子データレビュー・関係者へのインタビューなど）

• インシデント対応支援（ステークホルダー対応、当局報告、改善策実行支援、通常業務への復帰支援
など）

■ 規制違反とインシデントに対する主な支援項目
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会計不正、贈収賄、競争法違反といった従前の不正の類型に加え、2010年代後半から品質不正事案が頻発したことで、

近年では企業の品質不正リスクに対する感度が高くなっていると考えられます。

品質不正発覚後の初動対応では、事案の特性や顧客への影響などを考慮し調査計画を策定する必要があり、迅速な証

拠の保全、調査体制の構築など的確な初動対応が調査の鍵となります。特に、不正行為の対象となった原料や部品、製

品などを直接的あるいは間接的に海外に出荷している場合、実態解明、原因究明に加えて、ビジネスの海外展開に伴う影

響や、調査におけるデータの取り扱いなど検討すべき論点は多岐にわたります。

品質不正行為には、検査・製造・表示などのさまざまな類型が存在し、不正の対象となった製品サービスや工程によって

遵守が求められる法令や基準はそれぞれ異なります。いずれの場合も、実態解明にあたっては、業務プロセスをマッピン

グし不正機会の所在を可視化することが重要です。この結果に基づき検証方法の検討や、類似事案の発生可能性を検討

します。特に、類似案件の有無の検討は不可欠です。類似案件調査から新たな不正が発覚した場合には調査範囲の見直

し、拡大を検討することが必要となります。

私たちは、これまで数多くの品質不正事案の調査に関与し、事実解明や原因究明を支援してきました。調査を通じて蓄

積された経験や知見を活用し、品質不正の予防や監査の取り組みなど、各社の実情やニーズに応じたサービスを提供

します。

• 産業標準化法／JIS法
• 薬機法

• 不正競争防止法

• 道路運送車両法

• 製造物責任法

• 建築基準法

• 景品表示法

• 食品衛生法

• 消費生活用製品安全法 など

■ 品質に関連し遵守が求められる法令の例

■ 品質不正行為の主な類型

品質不正に関する調査

製法不正

検査不正

不適切な材料の使用

作業工程不適合

検査の不実施

検査結果の改ざん、
ねつ造

検査条件不適合

無資格者の登用

届出不正、
表示不正

当局届出の未対応

届出文書の改ざん、
公的規格への非準拠
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• 技術的見地からサポート

調査実施
報告書提出

PR会社
• マスコミ対応、記者会見、
問い合わせ窓口サポートなど

危機管理本部

事務局

統括責任者
および本部メンバー

事務局
メンバー

＋
• 法務部門
• 広報部門

など関連部門 

• 実態解明（インタビュー、ホットライン）
• 原因分析、報告書作成など

• 実態解明（電子ファイルレビュー、
アンケート、証憑確認、データ検証など）

委員会調査
のサポート

広報サポート

調査チーム

危機管理広報サポート

対象会社

社外専門家

法律事務所

調査委員会

不正発覚時の対応事項は多岐にわたります。危機管理チームの事務局が中心となり、社内の関係部門や外部アドバイ

ザーを活用しつつ対応することが重要です。調査委員会を組成する場合、内部（社内）調査委員会、外部調査委員会、第

三者委員会などの複数の形態があります。

不正調査 調査形態とサポートの例
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不正リスク評価

Phase 1

■ 不正リスク行動計画
（マスタープラン）の策定

■ 実施体制の確立と
詳細対応計画の策定

■ 導入スケジュールの
モニタリング

■ 定期監査・レビューの
改善

■ データ分析等を利用した
モニタリング活動

■ インシデント対応策の構築

不正防止

プログラム構築

Phase 2
不正防止プログラム

のモニタリング

Phase 3
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 不正リスク要因の特定と評価

 特定された不正リスクの
優先順位付け

 既存の統制の有効性評価

 リスクの格付け

企業において傷ついた信頼の回復のためには、同様の不正はもちろんのこと、不正や不祥事を再び行さないガバナンス

体制の強化が重要となります。また、不正調査により、明らかにされた根本原因に対応するため、効果的な再発防止策を

策定し、確実に遂行していく必要があります。

私たちは、多くの不正事案ならびに会計監査等の知見を基に、効果的かつ効率的な再発防止の導入・運営を幅広くご支

援します。

効果的な再発防止の取り組みへのサポート

期待される効果企業による再発防止の取り組み

根本原因が組織風土、企業文化にも影
響する場合、組織管理や評価制度など
にも踏み込んだ健全な組織作りを実施

■ 不正の根本原因分析を
通して、同様の不正を
再発させない内部統制
の構築

■ より幅広い不正事案の
発生を予防するための
ガババンス体制の構
築・強化

業務プロセスやシステムに不備がある
場合、関連規程や具体的プロセスの見
直しを実施

■ 再発防止策の導入
■ 業務プロセス強化
■ 規程・ガイドラインの更新
■ 内部統制報告制度（J-SOX）対応

■ モニタリング、内部監査実施
■ システム統制の導入
■ 異常値モニタリング導入
■ 会計監査人対応 など

支援事項

■ 不正リスクマネジメントの流れ

不正・不祥事を再発させないためには、策定された再発防止策の確実かつ継続的な実行が必要です。再発防止策には、

規程や業務手順等の見直しなど日常業務における内部統制上の不備への対応に加え、企業文化や組織風土改革などの

中長期的な取り組みもあり、モニタリング活動を行い確実に定着させていくことが重要です。

また、再発防止に加えて、不正を未然に防ぐ体制を整えておく、また不正が行われたとしても早期に発見し、事態が大きく

なることを防ぐ仕組み（不正リスクマネジメント）を整えておくことは、企業にとって重要かつ早急に対処すべき課題です。さ

らに、万が一不正が発覚した場合、初動時に誰がどのような対応をとるべきか、不正の規模や内容によってさまざまなイン

シデント対応策を構築しておくことも必要です。

私たちは、多くの関連会社を有する複雑な組織形態の企業に対して、各拠点における不正リスク評価、不正防止プログラ

ムの構築、およびモニタリング活動に至るまで、不正の防止および発見についてのトータルサポートを行います。また、現

在実施している不正対策の評価やギャップ分析、従業員・職員に対する研修など、個別のご要望への対応も可能です。

再発防止後の効果的な予防／モニタリング（不正リスクマネジメント）



2. デジタルフォレンジックス

近年、発生する不正・不祥事において、デジタルフォレンジックスが問題解決の突破口となることがしばしばあります。企業秘

密を国内外の競合先に持ち出すなどの産業スパイ行為、証拠隠滅を図るためのデータの隠ぺいや削除などはデジタルフォレ

ンジックスがしばしばその有効性を発揮します。それらの調査では削除ファイルの復元、インターネットの閲覧履歴、外部記録

媒体の使用履歴の確認など、証拠となるさまざまな情報を積み上げていきます。PwC Japanグループのフォレンジックサービ

スでは、さまざまな問題解決のためにこの技術を活用し、支援しています。

デジタルフォレンジックスは、調査対象となったコンピュータやスマートフォンに保存されている電子情報の解析により事実

解明を行うための技術で、不正調査はもとより、訴訟や海外規制当局による捜査に協力する際の、対象データの収集にも

広く使用されています。

コンピュータ内の不正事件の調査を行う際に、単純なデータコピー

によって証拠となるデータの収集を行うと、証拠性の維持が保証さ

れないだけでなく、削除データの復元なども不可能な状態になるこ

とから、裁判や関係当局との交渉において証拠として認められな

いなどのリスクが生じます。確実な証拠としてデータを抽出・保管

するには、専門家による特殊な手法でのデータ抽出および正確な

記録管理が必須です。

私たちは、不正調査はもとより、日本国内だけでなく、米国をはじ

めとする海外での訴訟や規制当局に対する証拠提出において豊

富な実績を有しており、経験豊富なプロフェッショナルによるグ

ローバルで信頼度の高い専用機材・ソフトウェアを用いた事実解

明の実施および調査計画のマネジメントなどを提供しています。

コンピュータフォレンジックス

近年、スマートフォンは、不正事件における重要な証拠が保存されている場合があることから、重要な調査対象となって

います。従業員個人が所有するスマートフォンを業務で使用（BYOD: Bring your own device） する組織もありますが、

組織が従業員にスマートフォンを配布する場合と比較して、使用可能なアプリケーションの制限などの統制が困難であり、

不適切な情報の持ち出しなどを見逃す危険性があります。不正事件の対応時は、専門家による特殊な方法で、証拠能

力を棄損せずにデータを収集する必要があります。

私たちは、従来の携帯電話から最新のスマートフォンおよびタブレット端末まで、各種のモバイル機器に対応したデジタ

ルフォレンジックスを行うことが可能です。

モバイルフォレンジックス

リモートワークの普及につれ、業務効率化向上のため企業のIT環境が変わってきました。特に、内製化インフラからクラ

ウドへ移行する企業が少なくありません。クラウド技術に基づいたチャットやファイル保存・共有サービスの導入が加速し

ており、これらを利用した業務範囲が広がり、保存されるデータ量が増大するとともに、不正調査においてクラウドデータ

の重要性が高まっています。一方で、業界が未熟な側面もあり、調査におけるデータの解析が困難な場合があります。

例えば、データのダウンロード機能が不十分であり、出力情報が不足し、出力形式が固有で一般ツールでは解析不可能

な例が挙げられます。

私たちはクラウド環境仕様の理解、調査の要件に照らしたデータ解析に係る計画および実施などを支援します。

クラウドデータ解析
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1．情報およびデータの収集

• 対象者の利用するコンピュータ、Eメール、ドキュメント、サーバー、携帯電話等に蓄積されている
電子データなどの収集

• 関連証憑（売上／仕入伝票など）の収集

• 証拠保全：証拠の改ざんなどが起きないよう、確実に訴訟ホールドを実施します。

• 証拠収集（データコレクション）：証拠性を維持する手法でデータを収集します。日本国内はもちろん、
国外でのデータコレクションもPwCのグローバルネットワークを利用してスムーズに対応可能です。

• データ処理・ホスティング：国内に設置されているeディスカバリープラットフォームは24時間365日
稼働し、ドキュメントレビューやフォレンジックデータ分析に必要な処理（重複データ削除など） を、
収集したデータに対して高速に実行します。

• ドキュメントレビュー：各業界のエキスパートを中心に、案件に合わせてドキュメントレビューチーム
を構成し、短期間で大量のドキュメントのレビューを可能にします。機械学習などを含むAI技術を利
用して、短期間で大量かつ広範囲のドキュメントレビューを行うことも可能です。

• 分析・開示：ドキュメントレビューによって特定された文書を、案件の目的に応じて詳細に分析し、要
求された提出形式で速やかにドキュメントを提出します。要求される提出形式が複雑な、海外規制
当局向けの対応も可能です。

証拠保全

証拠収集

処理

データ
分析

レビュー

提出特定情報
管理

対象特定 保全 レビュー 開示

2．証憑・データの調査／分析

• 収集した関連証憑をレビュー

• 本件と関連する検索キーワード、特定の相手先やドメイン名等に基づき、入手データか
ら関連データを抽出し、抽出されたデータを調査／分析することで、本件に関連する情
報を特定

• デジタルフォレンジックスによる、消去データの復元、隠匿データの発見、顧客リストやレ
シピ等の社外機密情報へのアクセスと情報持ち出しの有無の確認

3. 報告と追加調査の実施

• データの調査／分析によって確認された事項の取りまとめと報告の実施、および収集した証拠資
料の提出

• 必要に応じて調査対象者、調査期間の拡大や追加調査の実施の検討

調査手順の概要

報告および
追加調査の

検討

Eメール／

電子データ
および

関連書類の
レビュー、

インタビュー
の実施

対象会社の

概要把握と
データ収集

本件に関連のある検索キーワードを使用してデータを抽出し、調査／分析を実施します。調査対象の関連証憑を収集し、

レビューするとともに、Eメール・電子ファイル等を収集します。

デジタルフォレンジックスによる調査手順の概要
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テクノロジー・アシステッド・レビュー（TAR）の利用
機械学習技術を応用した、ドキュメントレビューの効率化

統計的に証明されたランダムサンプリングのアルゴリズムを用いて抽出したサンプルを少人数の主題専門家（SME）がレ

ビューし、その結果に対して機械学習処理を行います。学習に基づき、残りの全てのドキュメントに対して機械が関連性ス
コアを付与し、スコアの高い順に並べ替えます。スコアを参考にしてレビューを進めることにより、レビュー効率を飛躍的に
向上させることができます。

Eメールのスレッド分析（アナリティクス）の利用
メールレビューにおける冗長性を解消

返信・転送の際に過去のメール内容を本文にチェーンメールとして蓄積している状態の場合、メールレビューにおいては、
同じ内容を繰り返しレビューすることになります。これは、レビューを効率的に進める上で大きな障害となり得ます。
最新のメールスレッド分析では、1つのスレッドに属する複数メールのメールチェーンを分解して解析し、他のメールと重複
している内容しか含まれないメールを除去することができます。

全データ

期間限定

キーワード
検索

高度
スレッド
分析

機械学習
（TAR）

従来
新しい

アプローチ

1,026,328件

540,889件

44,684件

☓ 25,441件

☓ 5,503件

1,026,328件

540,889件

44,684件

従来の手法では
44,684件を
レビュー

60%～80%

40%～60%

20%～40%

0%～20%

関連度が80%以上
の5,503件をレビュー

80%～90%

高度スレッド分析で
19,243件を除外重複除外

イメージ
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網羅性の高いEメールレビューを短期間で実施するために、PwC Japanグループでは最新のテクノロジーを用いてEメー
ルレビューを高度化しています。

最新テクノロジーを用いたEメールレビュー

高度Eメールレビュー実施例



1. サンプルデータレビュー

• 専門家が少数のサンプルデータを
重要／非重要に分類

⇒ 人間が行うレビューの対象を少数にする
ことで、コストと時間を抑えることが可能

2. 教師データによる機械学習

• 専門家レビューの教師データから
判別パターンをシステムが機械学習

⇒ 専門家によるクオリティを再現することが
可能

3. 学習結果に基づく自動判別

• サンプルレビューから学習したパターンに基
づき、 膨大な全Eメールから重要メールを
自動で判別

⇒ 重要文書に時間をかけてレビュー・分析
することが可能
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機械学習を活用したEメールレビュー

（参考）テクノロジー・アシステッド・レビュー（TAR）詳細

全Eメール

【専門家によるレビュー】サンプル
データ

重要

非重要

【機械学習】

教師データ

判別パターン

全Eメール

重要
メール

非重要
メール

【自動判別】



不正調査を行う際、不正の範囲や関与者等を解明する1つの手法として、PCやメール、その他サーバーのデータ等のレ

ビューの実施が一般的に採用されています。ただし、レビュー対象者や期間の他、対象となったデータの網羅性および妥

当性について説明が要求されます。特に、ユーザーの操作やシステムの切り替え時のデータ移行方法によりデータが消

失することがあるため、保存されたデータに対し、どのような操作が行われたかについて積極的に分析し、把握する必要が

あります。

私たちのBehaviour Analysis（行動分析）では、事件の性質に合わせて内容と深度を調節しながら、保全したデータから

ユーザー情報と操作、OSと実行プログラム情報、データの期間および時系列分布、削除ファイルの痕跡等を複合的に分

析し、データの保全漏れ、隠ぺいを示唆する不自然な傾向、または特筆すべき事象の有無を確認することにより、調査品

質の向上を図ります。

Behaviour Analysis（行動分析）
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訴訟や仲裁などにおけるディスカバリー手続きにおいて、電子情報を迅速に収集・処理・レビュー・分析し、必要に応じて証拠

として提出するというプロセス（eディスカバリー（電子証拠開示））を、いかに効率的に、かつ高い精度で実施するかが、多くの

日本企業にとって大きな課題となっています。また、平時から有事を想定した情報管理を徹底し、訴訟や規制当局調査に対し

ての準備態勢を整えることも極めて重要です。

3. eディスカバリー

私たちは、豊富な知見を有する専門家チームが、証拠保全、証拠収集からドキュメントレビュー、ドキュメント提出

（プロダクション）までの全てのステップにおいて迅速なサポートを提供することで、訴訟対応および規制当局対応を

確実かつ効率的に行う支援をします。

eディスカバリー支援サービス

eディスカバリー
プラットフォーム

フォレンジック
データ分析

ドキュメント
レビューサービス

調査

クラウドドキュメントレビュー
プラットフォーム

• 24時間常時アクセス

• チーム内に世界水準の強固な
データセンター

スケーラブルな
ドキュメント
レビューサービス

• ニーズに応じ、業界の専門家
などのメンバーで構成される
レビューチーム

• 潤沢なリソースをベースにした
柔軟な拡張性

フォレンジックデータ分析

• 収集したデータをあらゆる角度から
俯瞰的に分析

• 調査対象のデータをピンポイントで
早期に特定

経験豊富な専門家による調査

• 経験豊富な調査の専門家

• 各業界に精通した専門家が高品質の
インテリジェンスを提供
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準備態勢構築プロセスの例

海外訴訟や海外規制当局の調査を想定した業務プロセスやシステムが存在しない場合は、短期間での確実なデータの保

全および提出は非常に困難です。迅速かつ適切な対応を行うためには、平時から訴訟や規制当局の調査に対して準備態

勢（readiness）を整えることが必要です。これにはシステムの導入だけではなく、業務プロセスの構築・改善も必要となり、

一朝一夕で完了するものではありません。海外訴訟や海外規制当局の調査について知見を持つ専門家が関与した上で

の周到な準備が必要です。

• 海外訴訟対応

米国や欧州などの国で提訴された場合、訴訟が行われると合理的に判断される時点からの企業内のデータの保全義

務が発生します。これが確実に実施されない場合は、実際の争点にかかわらず、敗訴につながるような制裁措置の適

用または不利な条件で和解をしなければならない状況に陥るリスクが発生します。しかし日本国内では、法制度の違い

から厳格かつ多様なデータ保全の実施は一般的ではなく、それが誤った対応や対応の遅れにつながり、訴訟において

非常に不利な結果になるケースが見られます。

• 海外規制当局対応

米国のFCPA（連邦海外腐敗行為防止法）や英国のUK Bribery Act（英国贈収賄法）は適用範囲が非常に広く、米国や

英国でビジネスを行う企業であれば、日本企業であってもこれらの法律に抵触するリスクが存在します。また規制当局

に摘発された場合に、企業の対応が不十分であると莫大な罰金あるいは制裁金が科され、ビジネスの存続を脅かすこ

ともあります。一方、適切な方法で迅速に対応することで、リニエンシー制度の利用などを含む罰金あるいは制裁を大

幅に軽減することが可能な場合があります。

私たちは、平時から訴訟や規制当局の調査に対しての準備態勢（readiness）を整え、適切でスムーズなeディスカバリーを

実現するためのコンサルティングサービスも提供しています。

eディスカバリーレディネス（eDiscovery  readiness）

現状把握・
ギャップ分析

規程整備

運用設計

教育・
モニタリング

• 人・プロセス・テクノロジーの観点で各規程をレビューし、ヒアリングなどによって運用状況を
把握する

• 既存ガイドラインや枠組みのベンチマークとの比較により課題を洗い出し、優先順位・実行
責任者・スケジュールをまとめた改善ロードマップを作成する

• 特定された課題に基づき、各関連規程の内容を検討し、規程間の整合性を確認した上で適
宜更新と整備を行う

• インタビューや詳細なデータマッピングに基づき、体制や手続きの流れおよび関連するシス
テム設定を把握し、実行性を高めるために適宜見直し、文書化する

• 見直しされた規程・運用方法の効果を確認し実務的な課題を洗い出すため、有事シミュレー
ションを実施する

• 表出した課題に基づく教育プログラムを設計、作成、実施することにより、継続的な底上げを
図る

• 運用モニタリング施策を構築し実施することにより、学習効果や教材の改善点を確認する

現状
把握

改善
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近年のビジネス環境では、事業活動のあらゆる面において電子データが介在するようになり、企業が取り扱う電子データ量

は増加の一途をたどっています。その結果、不正の事実や兆候が、企業が保有するデータの深層に潜んでいる可能性が高く

なってきていると言えます。そこで、企業内外に存在する膨大かつ複雑なデータを分析・可視化し、事業活動における不正の

事実や兆候を初期段階で検出できれば、不正の未然防止や抑止効果のみならず、実際に発生した際の損失を最小限に抑え

ることが可能となります。

4. 不正兆候検知データ分析

   
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
  

リ
ス
ク
の
特
定

不正防止

不正検知

継
続
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

販売

• 押込み販売

• 架空取引

• マスターの改ざん

• 不当な値引き

• 売上過大計上

会計データ

• 売上架空計上

• 経費不正支出

• 売上押込み計上

• 贈収賄リスク

• 費用・損失繰延

購買

• 架空取引

• パススルースキーム

• キックバック

• 利益相反

• 私的な購入

経費

• 架空経費

• 精算額水増し

• 多重精算

• 使途の偽装

• 社内ルール違反

ポテンシャル・リスク・モニターにより兆候の検知が可能な不正リスクの例

私たちが提供するポテンシャル・リスク・モニターは、PwC Japanグループのフォレンジックチームが開発した、標準化され

たデータ分析パッケージで、クライアントが抱える上述のようなリスクに対応するソリューションです。

ポテンシャル・リスク・モニターはさまざまなシナリオを想定してデータ分析を行い、発生可能性の高いリスクの兆候を効果

的に検知します。ユーザーは直感的操作でデータ分析が可能であり、またリモート環境からでも業務をタイムリーかつ効果

的にモニタリングすることができます。

網羅するリスク

ポテンシャル・リスク・モニターは、会計不正や贈収賄リスクを考える上で重要な業務プロセスである販売および購買・経費

の領域をカバーしています。不正の手口が常に変化し続ける中で、ポテンシャル・リスク・モニターは発生可能性の高いリ

スクの兆候の早期発見に有効です。

Potential Risk Monitor（ポテンシャル・リスク・モニター）
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• 柔軟性：分析シナリオのカスタマイズが
可能です。

• 高い費用対効果：標準パッケージのま
ま導入できるため費用を抑えられ、将
来のアップデートを考慮しても高い費
用対効果が見込まれます。

• フォレンジックの専門知識：不正リスク
モニタリングのシナリオはPwCがこれ

までフォレンジック領域で培ってきた知
識と経験を基にデザインしています。

• 不正予防：業務における不正リスクを
事前に把握し、不正および損失を予防
します。

• リスクモニタリング：国内・海外の子会
社と製造拠点（工場など）を常時モニタ
リングできます。また、対象会社の一定
の会計データを入手できれば、買収前
デューデリジェンスでも活用できます。

ポテンシャル・リスク・モニターの特長

ポテンシャル・リスク・モニターの導入から常時モニタリングの実施までは3つのフェーズで進めます。

フェーズ1：ポテンシャル・リスク・モニターの標準化されたパッケージを迅速に低コストで導入することを目指します。受領し

たデータを加工してポテンシャル・リスク・モニターに取り込み、標準化された検証シナリオを用いてデータを分析し、検出さ
れたリスクを評価します。

フェーズ2：クライアントからのレビューを基に検証シナリオを最適化し、また要望に応じた検証シナリオのカスタマイズや追

加も行います。あわせて、不正調査やコンプライアンスアドバイザリーサービスを通してクライアントの内部統制とコンプラ
イアンスプログラムの強化を支援することも可能です。

フェーズ3：常時モニタリングを導入し、ポテンシャル・リスク・モニターの自動化を目指します。フェーズ1～2まで手動で行っ

ていたデータの抽出・加工および分析結果の出力を自動化することで、リスクのある取引を定期的にかつ短時間で発見で
きるようになります。

導入の流れとロードマップ

Potential Risk Monitor
パッケージの導入

Potential Risk Monitor
の最適化

常時モニタリング

フェーズ1 フェーズ2 フェーズ3

内部統制を強化するための
新しい規定を定める

データ
コレクション

KRIの定義

データ分析リスク評価

KRI
（Key Risk Indicator）

内部統制の強化

不正リスクの軽減対策を実行
する

データインター
フェースの作成

データ更新

自動化

常時
モニタリング

データ抽出プロセス
を理解する

データ
コレクションと
ETLの自動化

不正リスクの早期発見と対策

シナリオのレビューと最適化

現状の内部統制制度を他社・
ベンチマークと比較・評価する

内部統制の評価

データ
クレンジング

購買

経費

販売
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品質検査体制の不備問題など、品質不正・データ改ざんに関する問題発覚時に適切な対応を怠ると、売上の著しい減少やブ

ランドイメージの悪化など、さまざまなダメージを負うことになります。さらに、ESG（環境・社会・ガバナンス）投資等の高まりに

よって非財務情報が投資家の意思決定により重要な影響を与えるようになったこともあり、非財務情報を実態よりも良く見せる

形で開示しようとする誘因が企業に生じるリスクが高まっています。

私たちは、高度な専門性が求められる製品の品質やデータ改ざん等に関して、豊富な知識と経験を有するメンバーが不正・不

祥事発覚時の企業の対応を支援します。

5. 品質コンプライアンス関連サービス

品質
コンプライアンス

レビュー

支援項目 概要 企業のメリット

• 全社的な視座で、第三者による、各品質保証
部および品質保証統括部による品質コンプラ
イアンスに関する活動へのレビューを実施

品質保証部
監査実施の
アドバイス

データ管理・分析に
よる品質監査
高度化支援

• 監査の枠組みや客観性も踏まえたレビューを
実施

• 自社の監査では特定されなかった課題の特定

• 監査項目や実施手順の見直しによる効率化

• 不正予防の観点でより実効性のある監査の
実施

• 品質領域での調査を通じて蓄積されたリスク
アプローチなどでの監査実施のアドバイス

• 品質領域での調査を通じて蓄積されたデー
タ収集、分析ノウハウを活用した品質監査に
おけるデータ分析活用支援

• データ分析による監査の効率化

• 監査項目によっては、サンプル選定に頼らな
い網羅的な監査の実現

第三者による品質コンプライアンス体制のレビュー

役員および従業員による規程遵守状況

品質コンプライアンス遵守の管理体制

法令など違反者に対する処分の状況

• 第三者専門家が、各品質保証部および品質本部に
よる品質コンプライアンスの活動に対するレビュー
を実施

主
な
観
点

私たちは、これまで数多くの品質不正事案の調査に関与し、事実解明や原因究明を支援してきました。調査を通じて蓄積さ

れた経験や知見を活用し、品質不正の予防や監査の取り組みなど、各社の実情やニーズに応じたサービスを提供します。

品質不正対応における支援サービス

• 過去の品質不正事案の調査報告書を精査すると、事案発生の原因として、社内監査が不足していたことや、実効性の

ある内部監査ができていなかったことなどがしばしば指摘されています。

• この課題意識からか、最近では品質管理における内部監査や品質監査体制全体に対して、客観性を意識した第三者に

よるレビューを取り入れるケースが見られるようになってきました。私たちは、幅広い領域での調査やコンプライアンス監

査での知見や経験を活用することで、全社的な視座から品質コンプライアンス体制のレビューと課題の検出を支援します。

品質コンプライアンスレビュー

品質保証委員会

品質本部

品質管理における内部監査・品質監査体制イメージ

A事業部

品質
保証部

B事業部

品質
保証部

C事業部

品質
保証部

18 l  Forensic services



R-1 ：検査室の室温湿度の確認を省略することで、仕様に定められた検査環境基準を逸脱するリスク

R-2 ：誤った検査条件を設定することで、仕様と異なる製品が出荷されるリスク

R-3 ：検査部PCへの検査結果データ格納、または検査報告書作成の際に検査結果が改ざんされるリスク

R-4 ：NG品の再検査結果が改ざんされることで、NG品がOK品として出荷されるリスク

調査事例：

• 不正な品質検査に関する調査

• リコール対象基準に関する調査

• 販売製品の原料表示偽装に関する調査

• 製品検査データ改ざんに関する調査

品質検査工程プロセスマップの例

品質監査は一般的に、工場内の品質マネジメントシステム（QMS）が適切に構築されているか、また適切に運用されてい

るか、といったことの確認を目的としています。また、品質監査は意図しない誤り、つまり「誤謬」を原因とするQMSからの

逸脱を前提としており、意図的な「不正」も考慮して実施されるケースはあまりありません。しかし、近年頻発する企業の品

質不正は製造工程、検査工程での隠ぺいを伴うケースが多いのが実情です。このような場合には、工場内で作成される

各種データ、資料は不正行為が発覚しないよう表面上は取り繕われているため、従来型の工場監査で発見することは困

難と考えられます。

品質不正の増加傾向を考慮すると、不正リスクの観点に基づいた監査手続きを追加することが、工場監査の質の向上に

つながると考えられます。不正リスクの観点に基づく品質監査では、製造・検査工程のプロセスマップを作成し、不正の「機

会」が存在し得るかどうかを検討することが重要です。その上でリスクアプローチの考え方に基づき、製造・検査環境、製

品特性などを勘案し、重要な品質リスクのある項目に監査資源を重点的に投入することで、効果的かつ効率的に監査を行

うことが可能となります。

私たちは、長年にわたる不正調査や不正予防支援を通じて培ったリスクアプローチの考え方を活用し、品質監査項目や実

施手順の見直しによる効率化を支援するとともに、不正予防の観点でより実効性のある監査実施をサポートします。

品質保証部監査実施のアドバイス

検査工程

作
業
者

所管

品
質
D
B

検
査
部

工
場
情
報

シ
ス
テ
ム
部

主体

設
備

試験機
による

自動検査

検査データ
を品質DBに
手動で格納

検査結果
データベース

自動
判定

工程完了

検査条件を
手動にて
入力

NG

OK

廃棄処理

OK

NG

作
業
者

品
証
部

手動
再検査

検査結果
報告書を
作成

R-1

次工程へ
自動搬送

顧客へ
提出

前工程より
自動搬送

R-2 R-3

R-3

R-4
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システムリスト

# 分類 工程 システム名 データ名 形式 期間 …

1 製造 処理1 製造管理SYS1 処理1条件 csv 2018~

2 製造 処理2 製造管理SYS2 処理2センサー測定データ SQL DB 2019~

3 製造 処理3 製造管理SYS2 処理3センサー測定データ SQL DB 2020~

4 検査 検査1 検査SYS A 検査1測定データ csv 2019~

5 検査 検査1 検査SYS B 検査1条件データ csv 2019~

6 検査 検査2 検査SYS A 検査2測定データ csv 2019~

7 検査 検査2 検査SYS B 検査2条件データ csv 2019~

8 出荷 梱包 N/A パレット積記録 紙 2000~

9 出荷 出荷 N/A 出荷記録 紙 2000~

データマップ

品質コンプライアンスに関する情報・データは、統合システムの導入など電子化が一定程度進んでいるものの、属人的に

管理され、データが散在しているケースも散見されます。この場合、品質不正が発覚した際に実施する関連情報の棚卸や

関係性、品質におけるリスクの整理にかかる工数が膨らんだり、調査期間が延びて規制当局や顧客への報告が遅れたり

する懸念があります。

品質不正事案の発生に際しては、詳細な開示が求められることから、データ管理の一元化をはじめ、日頃の品質データの

整理がリスク管理の大きな要素になります。私たちは、品質不正調査の豊富な経験を活かし、検査工程プロセスマップとリ

スク整理の一環として、データマップ整理を支援します。

なお、データマップを整理することで自社情報が包括的に可視化され、品質管理や品質監査などのモニタリング活動の際

に、効率的かつ効果的にデータを利活用できるという効果も見込めます。品質関連データのみならず、アクセスログをはじ

めとするログデータを分析に取り入れることで、より客観性の高い、複眼的な分析結果を得ることも期待できます。

データ管理・分析による品質監査高度化支援

データマップ整理の例

製造 顧客

検査1条件データ

• 設定日時

• 条件1

• 条件2

検査2条件データ

• 設定日時

• 条件1

• 条件2

• 条件3

検査1測定データ

• 日付

• 時間

• 作業者

• 検査番号

• ロット番号

• 測定値

検査2測定データ

• 日付

• 時間

• 作業者

• 検査番号

• ロット番号

• 測定値

梱包

• 作業日

• 作業者

• パレット番号

• ロット番号

出荷

• 出荷日

• 作業者

• 顧客名

• パレット番号

• パレット数
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ビジネスのグローバル化が進み、規制環境の変化および当局による取り締まりが活発化している昨今、贈収賄規制、競争法、

その他規制違反に係るリスクは、企業にとって最も懸念すべき問題の1つとなっています。これらの規制は、違反した場合の罰

金の金額が、数十億から数百億円に達することも多く、調査や改善計画の実施にも多大な費用を要します。グローバルに事業

展開する日本企業にとって、贈収賄規制、競争法、その他規制に関するコンプライアンスの徹底は、喫緊の経営課題です。

6. 贈収賄規制、競争法、その他規制に係るコンプライアンス関連
サービス

支援① 初動対応
► 調査チーム編成
► 証拠収集および保全
► 調査計画作成
► 利害関係者への

初期対応

規制違反
調査

支援② 実態調査
► 会計データ分析／書類査閲
► 関与者インタビューの実施
► メールと電子書類のレビュー

支援③ 調査報告書
► 発見事項・

スキーム解明
► 影響額算定
► 原因分析
► 再発防止策検討

支援① 利害関係者対応
► 調査結果公表
► 規制当局／捜査機関対応
► 株主／取引先などへの対応

当局・利害
関係者対応

支援② 是正措置
► 不正リスク検出および定期的な

リスク評価の実施
► 再発防止策の運用、運用状況の

モニタリング

【規制違反対応】

• 贈収賄規制、競争法、その他規制違反に係る不正調査

• モニタリングプロセスの構築と実施

【コンプライアンスプログラム構築】

• 反贈収賄や競争法などの規制に関するコンプライアンス
プログラムの構築支援

• 既存のコンプライアンスプログラムや対策の評価

• 贈収賄規制、競争法、その他規制に係る研修の実施

【認証取得】

• ISO37001（反贈収賄マネジメントシステム）認証取得
サポート

• グローバル内部通報制度の構築

【その他】

• 企業買収時の反贈収賄・汚職関連のデューデリジェンス

• マネーロンダリング防止関連など

私たちは、これまで数多くの贈収賄規制、競争法、その他規制違反に係る調査に関与してきました。調査を通じて蓄積され

た経験や知見を活用し、各社の実情やニーズに応じたサービスを提供します。

個別ニーズに応じた豊富な支援サービス

調査・分析から、社内外ステークホルダーとのコミュニケーション、当局による調査への対応および（必要に応じて）当局へ

の報告をサポートします。また、インシデント対応状況の追跡・管理や再発防止策・追加対応策の策定および改善措置実

行記録の作成と、今後のコンプライアンス施策への活用を支援します。

さらに、日本の独占禁止法違反による公正取引委員会からの立ち入り調査後の社内調査支援、また、立ち入り調査が入

る前の、課徴金減免申請（リニエンシー）のための事前社内調査支援等も行います。

● 反贈収賄規制・競争法違反に関する不正調査の実行支援（会計記録の分析、Eメールおよび電子データレビュー、関

係者へのインタビューなど）

● ステークホルダー対応、当局報告、改善措置実行支援、通常業務への復帰支援など

規制違反対応における支援ソリューション
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反贈収賄や競争法などの規制に関するコンプライアンスプログラムの流れ

賄賂の問題をめぐり、企業が置かれている環境は深刻です。ここ数年のFCPAなどに基づく賄賂などの腐敗行為に対する

取り締まりの強化は、企業による適切な反汚職コンプライアンスプログラムの構築・運用を強く求めています。経営者によ

る責任は、財務報告にかかわる内部統制と同様、重大なものとして認識されます。また、米国において量刑の判断基準と

して制定された連邦量刑ガイドラインでは、適切なコンプライアンスプログラムの設置企業には量刑を軽減する規定があり、

UK Bribery Act では企業に汚職防止を目的とした「適切な手続き」を要求しています。グローバルで事業を展開する企業

には、今後、コンプライアンスプログラムの策定、周知、モニタリングおよび見直しなどの一連のマネジメントサイクルの構

築や、それを支える人員、権限などの経営資源の手当、組織の自浄作用の発揮やリスクが顕在化した場合の迅速な対応

体制の整備が求められることになります。

私たちは、グローバルネットワークを通じて蓄積した贈収賄などの汚職に関する事例分析、調査経験を基に、反汚職プロ

グラムの導入を支援します。

反贈収賄や競争法などの規制に関するコンプライアンスプログラムの構築支援

自社の競争法コンプライアンスプログラムの構築・運用などについて、専門家によるレビュー、およびその社内体制につい

てのアドバイスを求めるクライアントに対し、私たちは以下のような支援をします。

● 競争法遵守に関する規定、ガイドラインの査閲

● 社内関係部署に対するインタビューの実施

● 定期的なコンプライアンスプログラムの実施状況についてのレビュー

● 関連文書の作成・保存状況についてサンプリングによるテスト

● 教育研修体制および報告体制、モニタリング体制などのレビュー

競争法コンプライアンスプログラムの運用状況についての外部評価支援

統制環境体制

インシデント対応
改善活動

拠点別／業務別
統制活動

贈収賄
汚職・競争法
リスク評価

モニタリング

• 経営陣の姿勢／監督体制／内部通報制度

• 行動規範／倫理規定／社内規則 など

• リスク要因、スキーム
および背景の把握

• 発生可能性と影響の
評価

• 部門・事業部単位での
自己評価実施

• 既存の統制体制強化、
ならびに新体制の構築

• 統制デザインの評価

• 運用効果の検証

• インシデントの調査および
原因分析

• 再発防止策の策定

• 統制の強化

• レポートサマリーの作成

• 不正リスク項目および指標のモニタリング

継続的再評価
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反贈収賄
対策の例

適切なリーダーシップ体制

反贈収賄規定および手順

従業員に対する研修

コンプライアンス責任者

リスク評価

第三者に対するデューデリジェンス

内部通報制度

贈収賄防止関連統制

モニタリングおよび
運用状況の改善

通報および調査手順

2016年10月、国際標準化機構は、反贈収賄マネジメントシステムに関する国際規格（ISO37001）をリリースしました。この

国際規格は、贈収賄防止コンプライアンスの「共通言語」として、反贈収賄コンプライアンスプログラムおよび規定に含まれ

るべき基準を明確にしています。すなわち、企業やその社員、さらには企業の取引先などによる贈収賄行為を効果的に防

止・発見するための対策および統制の概要を示しています。ISO37001は、FCPAやUK Bribery Actなど世界の代表的な

反贈収賄規制およびガイドライン、事例を参照しており、強固な反贈収賄体制の構築に向けた対策を提言しています。

組織がISO37001に準拠した運用を行っている場合、組織の社員あるいは経営陣が贈賄で罪に問われたとしても、組織と

しての賠償責任が軽減される可能性があります。特に開発途上国などのインフラストラクチャー整備事業などに直接的／

間接的に関与する組織や、事業展開上、外国公務員と直接的／間接的に接触する可能性のある組織には有益なツール

と言えます。

下記はそれらの対策の例です。

私たちは、反贈収賄・汚職コンプライアンスの専門家として、クライアントのISO37001取得のサポートおよび強固な反贈収

賄・汚職コンプライアンスプログラムの確立を支援します。

ISO37001（反贈収賄マネジメントシステム）認証取得サポート
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企業買収の際は、対象企業の財務や税務デューデリジェンスを行うと同時に、対象企業やその経営陣に潜むその他のリスク

を正しく認識する必要があります。特に、新興国など不正リスクの高い海外マーケットに投資する際には、対象会社の汚職な

どの不正リスクに関する情報を得た上で買収交渉に臨むことが重要です。これは、米国司法省および米国証券取引委員会

（SEC）により発表されたFCPAに関するガイドライン（FCPA Resource Guide 1）でも推奨されており、欧米企業だけでなく、多

くの日本企業でも取り入れられています。

7. コンプライアンス（不正リスク）デューデリジェンス （DD）

主な効果
✔ 適切な買収価格調整
✔ 対象会社の利害関係や汚職リスクの理解
✔ 統合後のコンプライアンス対策費用の事前理解と計画
✔ FCPAなどの反贈収賄・汚職規制違反の罰金・和解金などの偶発債務継承の回避

• ヒアリングやレピュテーション
DDを通じたリスクエリアの特定

• 規定類のレビュー

• 会計データや契約書のレビュー

• データ分析

• 取引テスト

• コンプライアンス体制
の統合

• コンプライアンス組織設計

• 規定類の整備

• コンプライアンス研修

• プロセスの統合

• 規制環境

• 会社世評

• 運営リスク

• 訴訟・係争の有無

• 企業・役員等関係者情報

• 従業員／取引先情報  など

M&A フロー

レピュテーションDD

戦略築定 対象企業評価（DD） ポストディール（PMI）

コンプライアンス（不正リスク）DD

M&A時のデューデリジェンス（DD）

対象企業の情報が限定されているディール初期の段階では、ビジネスインテリジェンス（次ページ参照）を用いて、対象

企業やその経営陣・大株主、さらに対象企業の取引先などの評判・経歴やその他汚職リスクに関する情報を入手します。

対象企業の内部情報が入手可能なデューデリジェンスの段階では、コンプライアンス方針や規定類のレビューをはじめ、

コンプライアンス組織体制や研修の有無といった、より実質的なコンプライアンス体制を確認します。また、適切な会計

処理、承認プロセスなどが正しく遵守されているかを確認するため、インタビューの実施や、サンプルベースでの取引テ

ストを実施し、内部プロセスや取引実態に迫ります。さらに、一定の会計データに対するデータ分析を実施し、不正リス

クの特定を行います。

► 規制環境

► 会社世評

► サードパーティー
デューデリジェンス

► レピュテーションマネジメント

► 運営リスク

► 訴訟・係争の有無

► 企業・役員など関係者情報

► 従業員／取引先情報 など

ビジネスインテリジェンス
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新規市場への進出、戦略の再構築、他社の買収、主要人材の雇用、新規事業の検討、危機的状況への対処など、経営者がク

リティカルな意思決定を行う局面において、タイムリーで正確なコーポレートインテリジェンスを得ることは極めて重要です。バッ

クグラウンド調査（風評デューデリジェンス）を専門とする私たちのコーポレートインテリジェンスサービスは、何百万とあるソー

スからさまざまな情報（インフォメーション）やデータを収集し、あらゆる角度から徹底的に評価・分析し、クライアントが事業戦略

上最善の結果を導き出すための洗練された知的情報（インテリジェンス）を提供します。

8. コーポレートインテリジェンス（corporate intelligence）

マスメディア

業界幹部との
リレーション

シップ

報道関係者
情報

公的記録

聞き込み調査

法規制
情報

制裁リスト
ブラックリスト

地理的情報

情報源（例）
収集された情報の
評価と精緻な分析

重要な意思決定に必要な
インテリジェンス+

M&AやJV案件において、対象会社およびその経営陣
に関する情報を収集・分析・報告します。

取引案件および
取引先に関する
デューデリジェンス

その他、クライアントのニーズに合わせて、PwC Japan
グループが情報の収集および分析を行い、価値のある
インテリジェンスを提供します。

ニーズに応じた

インテリジェンスの
収集

公開情報から、潜在的顧客などの第三者（法人および
個人）にまつわる評判、反社会的勢力とのつながり、贈
収賄等の不正リスクなどについて理解を深めます。
また、分析結果と、第三者から提供された情報とを比
較・検証することができます。

風評
デューデリジェンス

＝

SAMPLE

インテリジェンス構築プロセス

インテリジェンスサービスの例

リスクに関する検出事項（例）

• 過去および現在進行中の訴訟案件

• 規制当局からの行政処分・制裁等

• 汚職リスク（利益相反、贈収賄等）の
特定

• 会社および関係者の人脈（政治家、
反社会的勢力等）の特定

• 企業レピュテーションに関わる情報

• 会社経営者の素行に係る情報

• その他コンプライアンス上の懸念事項
の特定

クライアント

PwC
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株主をはじめとする各利害関係者の利益を重要視する日本のコーポレートガバナンスにおいて、経営陣は、自社が結んだ契

約を契約相手が真摯に遵守しているか、継続的なモニタリングを行うことで、利害関係者の期待に応えるだけでなく戦略的な

優位性を獲得することができます。また、他社とライセンス契約（特許、商標の使用許諾など）を締結した場合、ライセンサー（ラ

イセンス供与者）がライセンシー（ライセンス使用者）よりロイヤリティ（知的財産権利用対価）を受け取りますが、その支払額の

計算や報告はライセンシーが行う場合が多く、契約書の解釈の相違や誤解、誤謬などにより、ロイヤリティの過少報告が見過

ごされているケースが多く見受けられます。

9. 契約の遵守に関するモニタリング

私たちは、独立した第三者の立場で、ビジネスパートナーが契約に定められた方法で適切に事業や取引を行ってい

るかをモニタリングします。また海外の複数の国にまたがる複雑な契約に対しても、PwCのグローバルネットワーク

を活用した効果的かつ効率的な調査を実施することができます。

また、ビジネスパートナーが世界のどこで事業を行っていようと、契約の遵守に関するモニタリングをできるようにす

る必要があります。私たちは、あらかじめ高リスクの対象を特定するフォレンジックアプローチによって、費用対効果

の高い方法で、高リスクな契約相手のリスクを低減することが可能です。

【調査事例：サプライヤー契約】

- サプライヤー契約に記載されている調達価格の計算式に沿って調達価格が算定されているかについての検証

- サプライヤーの購買担当、技術担当、営業等関連する部署の人員に対するインタビューの実施

- 調達価格算定のプロセスの確認と、サンプルベースによる証憑類の確認

- サプライヤー契約に記載されている原料メーカーから、正規手続きを経て購入されているかについての検証

M&A フロー

► 選定した合弁パートナーによる不正行為の隠ぺい
► 合弁事業体から合弁パートナーへの不当な利益流出
► 合弁事業体を運営する海外合弁パートナーによる

ライセンス・技術の流用

► 委託先による販売チャネルに関する契約違反
► 委託先による製品梱包やロゴ使用に関する契約違反

合弁事業契約

販売契約

サプライヤー契約

► 購入金額算定方法の契約書への不準拠
► 契約書で定める最恵国待遇に関する違反

契約の遵守
に関する
モニタリング

不必要な損失や
利益流出の回避

契約遵守モニタリング
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リスク
• ライセンシー管理強化機会の喪失

• 不利な条件での契約更新

対応

• ライセンシー管理に係る契約条項見直し

• （交渉の判断材料のための）
価値シミュレーション

ライセンス契約締結

ライセンス

マネジメント

サイクル

リスク

• 過度利用による不利益

• 技術の不正流出

• 適時防止、発見の障害

対応

• 受取ロイヤリティ料分析

• 情報管理体制整備

• モニタリング統制の
見直し

リスク

• 不適切なライセンシーの
選択

• 経済的に不利な契約

対応

• ライセンシー候補の調査

• （交渉の判断材料のため
の）価値シミュレーション

リスク
• 不払い、過少報告

• 利益喪失

対応
• 過少報告有無の検証

• 再発防止策の検討

リスク
• 係争の発生

• 価値あるライセンシー喪失

対応
• （係争時）損害金額・逸失
利益の算定

ロイヤリティ（ライセンス）監査

私たちは、これまで多様な業種のライセンサーからの依頼を受け、全世界のPwCネットワークと会計監査等の経験を活用

し、ライセンス契約に含まれる監査条項を行使する形で、ロイヤリティ監査を実施してきました。具体的には、ライセンシー

がロイヤリティ計算に使用した売上などの会計データを使ったロイヤリティの再計算の実施、ロイヤリティ非対象となってい

る製品の製品テストや在庫データの確認、取引テスト等さまざまなデータの分析などを行います。また、使用されている

データの網羅性や正確性を確認し、ロイヤリティの計算過程が契約で定められている内容と整合しているかを確認するな

ど、さまざまな観点からこれまで支払われたロイヤリティ金額の妥当性を検証し報告します。

さらに、過少報告の発見だけでなく、契約違反や契約書の解釈上で問題となり得る事項についても、クライアントであるライ

センサーへ報告します。それにより、将来にわたるロイヤリティ収入の増加や他のライセンス契約における類似問題の把

握にも寄与することができます。また、ロイヤリティ監査を通じてライセンシーと継続的なコミュニケーションをとることで、ラ

イセンシーとの信頼関係の構築にもつながります。

ライセンスマネジメント

私たちは、ライセンスマネジメント体制をレビューし、現状を可視化します。可視化後に問題点を洗い出した上で、改善策を

検討し、適切なライセンスマネジメント体制の構築まで支援します。

► 契約条項の内容精査
► 契約別／ライセンシー別のリスク評価

► 発見事項の報告
► 今後の対応についてのアドバイス

主な効果
► 契約書の内容改善
► ロイヤリティ収入の増加

► ライセンシーとの信頼関係
の構築

ロイヤリティ監査の一般的な流れ

► ロイヤリティ監査先選定
► ライセンシー先でのロイヤリティ監査実施
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近年、日本企業が海外企業からの訴訟に巻き込まれるケースや、逆に日本企業が海外企業を訴えるケースが増加しつつあり

ます。その上、これまで日本企業の間で発生した係争は多くの場合、企業間の和解で解決していましたが、昨今は解決策を訴

訟に求めるケースも見受けられ、これまで以上に訴訟をはじめとした係争に対しての意識および対応策の改善が重要視され

ています。

10. 係争・訴訟支援サービス

係争準備 係争支援

• 係争対応が可能な社内体制の構築

• 将来的なeディスカバリー対応への準備
（eディスカバリーレディネス）

• 訴訟戦略に関する助言

• eディスカバリー

• 専門家報告書（Expert Report）を含む、
報告書の作成

• 専門家証言（Expert Witness） 

• 再発防止策の提言

【災害時の保険金請求支援】

• 保険証券に基づいた、請求対象となる損害、事業中断

による損失額の算出

• 保険金の請求から受領までの手続きを円滑に進めるた

めの添付書類など作成のアドバイス

• 保険請求に関する保険会社との交渉支援

【知的財産に関連した民事訴訟支援】

• 特許侵害に関連した損害額の算出

• ライセンス契約に準拠したロイヤリティ金額の算定

• 専門家報告書（Expert Report）の作成および専門家

証言（Expert Witness）の提供

• eディスカバリー

【その他の支援】

• 一般商事、国際取引などの紛争・係争解決支援

• グローバルネットワークによるクロスボーダーの

係争支援

• eディスカバリーをはじめ訴訟に関する証拠保全や

関連業務の支援

• 訴訟事案に関する情報収集および損害金額の

算定支援

■ 主なサービス例

係争・訴訟支援サービス

私たちは、サポートにあたり多様な業界に精通した人材やPwCのグローバルネットワーク、そして会計、IT、不動産評

価、知的財産評価などさまざまな分野の専門家の知識と経験を結集して、クライアントをサポートしています。

具体的には、裁判に有用な証拠資料の収集を行うとともに、独立した専門家としての立場から、証拠の検証と分析、

損害額の算定（もしくは相手方が算定した損害額の妥当性検証）などのサポートを行います。

特に、企業が訴訟に直面した場合、多額の訴訟コストを負担する可能性があります。実質的なコストとして、損害賠償

額、訴訟費用や弁護士費用、調査費用などがありますが、その他の機会損失による収益の損失や、レピュテーション

棄損による損失も軽視できません。私たちは、企業間紛争や訴訟において、 発生のダメージを最小限にするため、適

切な証拠の収集、適切な損害金額の算定、そしてこれらの有用な情報を活用し、戦略策定を支援します。
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1） 業務フロー・
責任範囲の理解

• ヒアリング、関連資料
の閲覧、システム調査
などを通じ、責任分担
や業務内容を深掘り
調査

• ヒアリング対応

• 関連資料提供

• データ提供

• データ抽出可否検討

• ヒアリングの実施、
資料閲覧、関連
データの整理・確認

• 業務フロー・
システムの確認

2） 初期的な試算結果
の分析

• 試算内容・データを

把握し、合理性の確認
や懸案事項を抽出

• 初期的な損害
金額試算内容の提供

• 初期的試算の
内容とロジックの確認、
試算内容の検証

3） 責任分担ロジックの
再構築

• 直接損害の再集計、
逸失利益の再計算
および損害金額算出
ロジックの見直し

• ヒアリング対応

• 関連データ提供

• ロジック見直し要否の
判断

• 法律事務所と協働し、
ロジック修正の検討

• 関連データの収集と
再計算に向けた
データ整備

4） 賠償額の算出・

  報告書作成

• 得られた情報を基に
賠償額を算出

• 報告書を作成

• 報告書受領

• ヒアリングの実施、
資料閲覧、および
損害算定に係る
法的留意点の
アドバイス

• 初期的試算内容

および算定ロジックの
確認

• 収集した情報に
基づき、損害範囲、
責任分担に関する
ロジックの見直し

• 報告書作成および
加害者への
交渉方法の検討

• 見直し後の損害金額
算定ロジックに基づく
再計算および報告書
作成

ス
テ
ッ
プ

全
体
タ
ス
ク

ク
ラ
イ
ア
ン
ト

タ
ス
ク

法
律
事
務
所

タ
ス
ク

Pw
C

 Japan
グ
ル
ー
プ

タ
ス
ク

係争事案において論点となる債務不履行に基づく損害賠償請求の要件は、①債務不履行の事実、②債務者の帰責事由、

③当該債務不履行による損害の発生です。私たちは上記③に関連し、発生した損害の類型化を行い、損害金額の裏付け

となる証拠・データを収集するとともに、弁護士・クライアントとの協働のもと検討された責任分担ロジックに基づく賠償請求

金額を算出します。

係争事案における損害金額算定サービス

損害金額算定は下記ステップ4）で進められます。また、相手方から応訴された際には、相手の答弁書の精査（計算根拠の

確認や使用されたデータの分析等）を行います。

損害金額算定サービスの全体イメージ

Forensic services  l  29



• 各作業で明らかになった事実
関係やクライアントにとって有
益な情報を、実際の交渉資
料作成に向け有機的に組み
合わせて整理し、交渉資料
作成を支援

• 追加調査やより詳細な分析
が必要となった場合は、追加
調査を実施して交渉材料の
整理に適宜取り込み

メール
レビュー
結果

他追加
情報

ドキュメント
レビュー
結果

インタビュー
結果

交渉
資料への

活用

• 交渉戦略を立案する過程で、契約交渉タスクフォースが必要
とする情報の提供や事実確認をサポート

• 調査の過程で交渉に有用と思われる情報が見つかった場合
には契約交渉タスクフォースへ情報を共有するなど、双方向
でサポート

契約交渉
タスクフォース
（法律事務所）

必要な情報の
提供依頼

有用な情報の提供

• PwC Japanグループのフォレンジックサービスに蓄積された

各種情報をクライアントや法律事務所から訴訟対応事務局、
プロジェクトチーム等の関係者に速やかに共有

• 関係者間の情報交換を下支えすることで、関係者間の
スムーズな情報共有に貢献

交渉材料

PwC Japan
グループ

法律事務所

訴訟対応
事務局

PwC Japan
グループ

各作業で得られた交渉材料を整理し交渉資料に活用して、効果的な交渉戦略立案と情報共有をサポートします。

交渉のための戦略立案サポート

プロジェクト
チーム

交
渉
材
料
の
整
理
と
交
渉
資
料
作
成
支
援

交
渉
戦
略
立
案
サ
ポ
ー
ト

情
報
共
有
サ
ポ
ー
ト
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人権とは、人間が人間らしく尊厳を持って幸せに生きる権利です。国内外を問わず人々の人権を尊重し、持続可能な社会と経

済発展を実現していくことは、政府や自治体だけでなく、あらゆる企業が担っていくべき責務です。近年、ビジネスと人権に関す

る社会的な関心の高まりを背景に、人権に関する積極的かつ前向きな取り組みが消費者や投資家から評価されて企業価値

の向上につながったり、逆に消極的な姿勢や無関心が企業活動に負の影響を与えて機会の喪失やリスクにつながったりする

ケースが散見されます。

11. 人権コンプライアンス関連サービス

人権方針
の策定

負の
影響評価

影響の
予防、

軽減、停止

情報公開

モニタリング

是正措置

国連が策定した「ビジネスと人権に関する指導原則」は、企業に対して「人権を尊重する」ことを求めており、①方針による

コミットメント、②人権デュー・ディリジェンス（人権DD）の実施、③救済措置の3つを掲げています。すなわち、人権に関する

対応方針を策定し、企業としてのコミットメントを表明すること、社内外で調査を実施して人権への影響を把握・特定するこ

と、そして特定した人権に関するリスクに対して予防策・対応策を実施し、適切な救済を提供することが企業には求められ

ています。サステナビリティ経営が求められる現在、私たちは、クライアントのこうした取り組みを支援することで企業価値

向上に寄与し、持続可能な開発目標（SDGs）を達成する社会の実現に貢献します。

企業に求められる取り組み

サービスの例

商流（バリューチェーン）分析を実施し、企業に固有の潜在的なリスクを特定した上で、国際的なフ
レームワークを踏まえた人権方針を策定

人権方針の策定

従業員やサプライヤーに対する人権研修、社内啓発活動の実施、研修資料などの作成教育、研修の実施

社内およびサプライヤー向けホットラインやお客様相談室の設置など、苦情処理メカニズムの導入
支援、既存制度のギャップ分析、 通報対応マニュアルなどの作成

救済メカニズム

M&Aにおける買収対象会社に対する人権DDの実施 M＆Aにおける
人権DD

人権への負の影響の特定、人権リスクが重大な事業領域の評価・分析、自社およびサプライヤーの
人権リスク評価、質問票の配布・回収・分析、自社・関連会社・サプライヤーへの人権DD（実査）

人権DD（人権リス
ク評価を含む）
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初期的リスク評価

初期的リスク評価

評価対象項目（例）

• 事業内容

• 購入金額

• 従業員数

• 国、地域

• 外部機関のリスク指標

• ネガティブニュース

分析、調査、テスティング

詳細レベル評価

• アンケートの実施

• 関連資料のレビュー

• ヒアリング

• 評価結果の報告

実査

• 関連資料のレビュー

• 高リスクサプライヤーに
対するDDの実施

• サプライヤーへのヒアリング

• 実地調査

• 調査結果の報告

• 改善計画の策定

• サプライヤー向け研修、
通知

リスク評価プラットフォーム上でデータ管理、評価

改善、調査、モニタリング

サプライヤー
データを入手

中・高
リスクの
サプライヤー

高リスクの
サプライヤー

必要に応じて

➔ 1,500 ➔ 500 ➔ 100

是正措置フォローアップ

• 調達規範などの変更、改善

• 継続的なモニタリング

• 追加調査の実施

企業はその社会的責任を問われる局面が増えており、中でも人権リスクを早期に発見し、適切に対処することは喫緊の課

題となっています。自社はもちろんのこと、サプライチェーン（原料生産・調達から、製品・サービスが消費者の手に届き使

用・廃棄されるまでの一連のプロセス）における人権リスクに対しても、どのように対応するのかが問われています。

人権問題は企業の規模や業種に関わらず起こり得るものであり、グローバルに展開している大企業に限らず、中小企業に

おいてもサプライチェーンまで含めた人権に対する負の影響を特定・評価していくことが求められています。

しかし、多層化するサプライチェーンに潜む人権リスクを発見するのは容易ではありません。直接的な取引先だけでなく、2
次取引先、3次取引先など、自社の管理が直接的に及ばない領域まで見据えて対策を講じる必要があるからです。

私たちは、不正調査やリスクマネジメントの分野で培ってきたデータ分析・評価の知見を活かし、クライアント企業のみなら

ず、その広範なサプライチェーン上に点在する人権リスクの洗い出しから改善計画の策定および実行、フォローアップまで

支援します。

自社およびサプライチェーンにおける人権リスク分析
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初期的リスク評価

私たちは、幅広い知見を持つ専門家が協働し、業界特有のリスクや国内外の潮流を踏まえた初期的リスク評価を支援

します。

このプロセスにおいては、自社内部で発生し得る人権リスクに加え、サプライヤーに内在するリスクも総合的に評価します。

具体的には、PwCが有する人権リスクなどに係るの知見と、強みの1つであるデータ分析の手法を活用し、サプライヤー自

身やその所在国、所属する業界などを各種データベース内の指標などと比較分析し、強制労働や児童労働、現代奴隷な

どの人権リスクの度合いを評価し、点数化します。さらに、リスク評価結果を定量的に可視化することで、サプライチェーン

上に潜む人権リスクを「見える化」し、膨大な数の企業に対して効率的かつ効果的な初期的リスク評価を実施します。

なお、サプライチェーンは何層にもわたる複雑な構造であることが多く、2次取引先以降の人権リスクを見つけ出すのは容

易ではありません。この点、間接取引先の名称および所在地が分かれば、同様のアプローチで分析を行うことが可能です。

質問票の配布・回収・分析

初期的リスク評価によって、人権リスクが比較的高いとされた自社グループ企業やサプライヤーに対しては、質問票（Self-
Assessment Questionnaire：SAQ）を配布して回答を依頼します。このSAQの配布と回答の回収に際しても、専用ツール

を用いることによって、質問内容や回答方法についての問い合わせや資料のアップロードなどを効率的に行うことが可能

です。この結果を分析し、より詳細なリスク評価を実施します。

実査・報告・フォローアップ

SAQへの回答結果を基に人権リスクの詳細評価を行い、一定のレベルを超えるリスクが検知された部署やサプライヤー

に対しては実査を行います。実査では、現地工場、作業現場、寮などを訪問し、管理担当者や労働者に対して実態把握の

ためのヒアリングを実施します。PwCグローバルネットワークを活用することで、世界中のほとんど全ての国・地域における

実査が可能です。実査後には報告書の作成に加え、是正策の提案、必要に応じてさらに詳細な調査を行います。またフォ

ローアップとして、是正策が適切に開始・運用されているかのモニタリングも行います。

企業には負の影響の防止・軽減とともに、起きてしまった負の影響を是正・回復するための仕組みである苦情処理（グリー

バンス）メカニズムの整備が求められます。代表的なものはホットラインの設置ですが、実効性を保つためには下記の要件

を満たす必要があります。私たちが提供する専用プラットフォームは、各要件を満たすよう設計されており、自社従業員向

けだけでなく、サプライヤーや消費者が利用できる実効的な通報・相談窓口の整備が可能です。

苦情処理メカニズム（グリーバンスメカニズム）の整備

1. 正当性：ステークホルダー・グループからの信頼性、
苦情処理プロセスの公正な遂行に対する責任

2. アクセス可能性：全利用者への周知、アクセスの障壁
に直面した人々に対する適切な支援

3. 予測可能性：プロセス各段階の所要時間、プロセスの
周知、プロセスおよび結果に関する説明、履行状況
のモニタリング

4. 公平性：被害者が公平に苦情処理プロセスに参加す
るために必要な情報源、助言および専門知識へのア
クセス

5. 透明性：苦情当事者に対する進捗状況の継続的な
通知、メカニズムのパフォーマンスに関する十分な
情報提供

6. 人権への適合性：結果および救済が、国際的に認め
られた人権に適合していることを確保

7. 継続的な学習源：メカニズムを改善し、今後の苦情や
被害を防止するための教訓にする手段の活用

8. エンゲージメントおよび対話の重視：ステークホル
ダーとの対話を通じたメカニズムの設計と運用
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